
議案番号 頁 担当

議案第１号 Ｐ１～Ｐ５ 企画財政課

単位：千円

会計区分 当初予算額 ５月補正 ６月補正
６月補正

追加
９月補正

９月補正
追加

１２月補正

一般会計 43,220,000 13,664 182,571 ▲ 88,434 1,506,126 78,693 173,894

国民健康保険
特別会計

10,293,000 75,747

介護保険特別
会計

10,459,000 197,302 9,900

後期高齢者
医療特別会計

1,911,000 12,285

合計 65,883,000 13,664 182,571 ▲ 88,434 1,791,460 78,693 183,794

会計区分
１２月補正

追加
１月補正 累計総額

一般会計 70,168 925,255 46,081,937

国民健康保険
特別会計

74 10,368,821

介護保険特別
会計

▲ 3,583 10,662,619

後期高齢者
医療特別会計

326 1,923,611

合計 66,985 925,255 0 0 0 0 0 69,036,988

【予算総額の推移】

令和７年度１月補正予算の概要

議案

令和７年度鎌ケ谷市一般会計補正予算（第８号）



単位：千円

№ 課名 補正額 説明

1
各予算担
当課

490,000

【概要】
　国が経済対策において物価高騰対応重点
支援地方創生臨時交付金を拡充したことに
伴い、本市が実施する事業のうち、令和7年
度第3回分として国に提出した実施計画事業
を実施するため、追加するものである。
　なお、本交付金の具体的な活用事業は5
ページに記載のとおりである。
【算出根拠】
　補正後の額1,061,735千円－補正前の額
571,735千円＝補正額490,000千円

2
こども支
援課

316,000

【概要】
　国の経済対策を踏まえ、物価高の影響が
長期化し、影響を強く受けている子育て世
帯に対し、物価高対応子育て応援手当を0歳
から高校生年代までを対象に支給すること
に伴い、計上するものである。
【算出根拠】
　補助対象額316,000千円×補助率10/10＝
補正額316,000千円

17款　国庫
支出金

物価高対応子育て応
援手当支給事業費補
助金

物価高騰対応重点支
援地方創生臨時交付
金

17款　国庫
支出金

議案第１号　令和７年度鎌ケ谷市一般会計補正予算（第８号）

【概要】

  補正前の予算総額45,156,682千円に対し、歳入歳出それぞれ925,255千円を追加し、補正後の予
算総額を46,081,937千円にしようとするものである。
　なお、主な内容は、次のとおりである。

１　歳入関係
（１）物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　490,000千円
（２）物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金　316,000千円
（３）物価高対応子育て応援手当支給事務費補助金　5,889千円
（４）財政調整基金繰入金　113,366千円

２　歳出関係
（１）該当する各物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　604,592千円
（２）物価高対応子育て応援手当に要する経費　320,663千円

３　繰越明許費関係　P4
（１）地域振興に要する経費
（２）防犯対策に要する経費
（３）住居用防犯対策費用助成事業
（４）低所得世帯食料品支援給付金に要する経費
（５）物価高対応子育て応援手当に要する経費
（６）鎌ケ谷農産物ブランド育成に要する経費
（７）キャッシュレス決済ポイント還元事業
（８）公共交通事業者等特別支援金に要する経費

４　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画事業一覧　P5

【歳入予算】

款 名　称
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№ 課名 補正額 説明款 名　称

3
こども支
援課

5,889

【概要】
　国の経済対策を踏まえ、物価高の影響が
長期化し、影響を強く受けている子育て世
帯に対し、物価高対応子育て応援手当を0歳
から高校生年代までを対象に支給すること
に伴い、計上するものである。
【算出根拠】
　補助対象額5,889千円×補助率10/10＝補
正額5,889千円

4
企画財政
課

113,366

【概要】
　歳入歳出予算の差額について、繰入金を
追加するものである。
【算出根拠】
　見込額1,270,829千円－補正前の額
1,157,463千円＝補正額113,366千円
【1月補正後の残高】
　1,131,585千円

925,255

財政調整基金繰入金
21款　繰入
金

合計

17款　国庫
支出金

物価高対応子育て応
援手当支給事務費補
助金
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単位：千円

款 項 目

1
各予算
担当課

物価高騰
対応重点
支援地方
創生臨時
交付金活
用事業

該当する節 604,592

【概要】
　国が経済対策において物価高騰対応重点支
援地方創生臨時交付金を拡充したことに伴
い、本市が実施する事業のうち、令和7年度
第3回分として国に提出した実施計画事業を
実施するため、計上するものである。
　なお、本交付金の具体的な活用事業は5
ページに記載のとおりである。

925,255

320,663

【概要】
　国の経済対策を踏まえ、物価高の影響が長
期化し、その影響が様々な人に及ぶなか、特
に、その影響を強く受けている子育て世帯を
力強く支援し、こどもたちの健やかな成長を
応援するため、児童一人あたり2万円を支給
するため、計上するものである。
　なお、国から早期の給付開始を求められて
いるため、電算経費1,226千円（通知書等作
成委託）は、流用対応している。
【給付額】
　児童1人あたり20,000円
【支給対象者】
　0歳～高校生年代までの児童
【対象児童数（見込）】
　15,800人
【財源内訳】
　国庫支出金321,889千円（補助率10/10）
　一般財源▲1,226千円（流用対応分）
【算出根拠】
①パートタイム会計年度任用職員報酬712千
円
②職員手当等818千円
③消耗品費300千円
④通信運搬費1,447千円
⑤手数料1,386千円
⑥物価高対応子育て応援手当316,000千円

補正額 説明

【歳出予算】

№ 課名
科目

予算事業名 区分

合計

該当する
款項目

2
こども
支援課

3 2 1

物価高対
応子育て
応援手当
に要する
経費

1節　報酬
3節　職員手
当等
10節　需用費
11節　役務費
18節　負担金
補助及び交付
金
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【繰越明許費】

2,500
　青色回転灯付き防犯パトロール車の購
入補助について、年度内完了が見込まれ
ないため。

2 2 1 安全対策課
防犯対策に要す
る経費

45,000
　家庭への防犯対策物品の購入補助につ
いて、年度内完了が見込まれないため。

（追加） 単位：千円　

№ 款 項 事業名担当課 金額 理由

1,080
　自治会へのエネルギー価格高騰対策支
援について、年度内完了が見込まれない
ため。

1 2 1
地域振興に要す
る経費

市民活動推
進課

5,900
　公共交通事業者への運転手養成支援事
業について、年度内完了が見込まれない
ため。

8 8 4 都市計画課
公共交通事業者
等特別支援金に
要する経費

3 2 1 安全対策課
住居用防犯対策
費用助成事業

311,397
　低所得世帯への食料品支援給付金につ
いて、年度内完了が見込まれないため。

321,889
　物価高対応子育て応援手当について、
年度内完了が見込まれないため。

4 3 1 社会福祉課
低所得世帯食料
品支援給付金に
要する経費

5 3 2
こども支援
課

物価高対応子育
て応援手当に要
する経費

2,599
　農業者への農業用消耗品の配付につい
て、年度内完了が見込まれないため。

7 7 1 商工観光課
キャッシュレス
決済ポイント還
元事業

236,116
　キャッシュレス決済ポイント還元事業
について、年度内完了が見込まれないた
め。

6 6 1 農業振興課
鎌ケ谷農産物ブ
ランド育成に要
する経費
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【令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画事業一覧（令和７年度国の補正予算分）】

（単位：千円）

款 項 目 国・県 重点交付金 市債 その他 一般財源

1
市民活動推進
課

2 1 9 地域振興に要する経費
　自治会集会所等を維持管理している自治会
に対し、支援金を支給

１月補正 0 1,080 1,080 0 1,000 0 0 80

2 安全対策課 2 1 11 防犯対策に要する経費
　防犯活動を行う鎌ケ谷市防犯協会が整備す
る青色回転灯付き防犯パトロール車の購入費
用に対し、補助金を交付

１月補正 0 2,500 2,500 0 2,000 0 0 500

3 安全対策課 2 1 11 住居用防犯対策費用助成事業
　家庭における防犯対策物品の購入費用に対
し、30,000円（補助率3/4）を上限に補助金を
交付

１月補正 0 45,000 45,000 0 36,500 0 0 8,500

4 社会福祉課 3 1 1
低所得世帯食料品支援給付金
に要する経費

　低所得世帯（令和7年度住民税非課税世帯、
均等割のみ課税世帯）に対し、1世帯当たり
20,000円を給付

１月補正 0 311,397 311,397 0 252,500 0 0 58,897

5 農業振興課 6 1 3
鎌ケ谷農産物ブランド育成に
要する経費

　農業者に対し、農業用消耗品を配付 １月補正 0 2,599 2,599 0 2,000 0 0 599

6 商工観光課 7 1 2
キャッシュレス決済ポイント
還元事業

　キャッシュレス決済によるポイント還元を
実施（還元率（予定）15％）

１月補正 0 236,116 236,116 0 191,500 0 0 44,616

7 都市計画課 8 4 1
公共交通事業者等特別支援金
に要する経費

　公共交通事業者（コミュニティバス・タク
シー）が行う運転手養成に対し、補助金を交
付

１月補正 0 5,900 5,900 0 4,500 0 0 1,400

0 604,592 604,592 0 490,000 0 0 114,592

615,555
重点交付金
総額

490,000

※国に提出した実施計画総事業費（令和7年度第3回分）は615,555千円を予定しています。差額の10,963千円は既
に令和7年度予算措置をした事業（中小企業資金融資貸付金利子補給金など）であり、実施計画に掲載するのみ
で、補正予算としては計上していません。

備考No
科目

事業名
重点交付金
実施計画
総事業費

説明 予算区分 補正前の額課名 １月補正額

合　　　　計　　

実施計画事業総額（第3回分）

１月補正額　財源内訳
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